
1．はじめに 

 国内では「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧

技術指針」[1]に基づき，地震により被災した RC 造建物の残

存耐震性能を評価しているが，この指針では柱および壁な

どの鉛直部材の損傷のみから建物の残存耐震性能を評価し

ており，現在の構造設計の主流である梁降伏型 RC 造建物の

残存耐震性能評価に適用することが難しい。そこで，筆者

らは梁降伏型 RC 造建物にも適用可能な全架構残存耐震性

能評価手法を提案し，既実施した 1 層架構の静的載荷実験

結果を用いて，本手法の妥当性の検証を行ってきた[2]。 

 しかしながら，本手法の適用性および妥当性を確立する

ためには，多層架構への展開が不可欠であるため，本研究

では柱・梁の曲げ終局モーメント比および垂れ壁の有無を

パラメータとした梁降伏型 RC 造 2 層 F 型試験体を 3 体製

作し，静的載荷実験を実施した。本報（その 1）では，試験

体の設計，加力計画および計測計画を，その 2 では実験結

果を，その 3 では実験結果を用いた多層架構における全架

構残存耐震性能評価手法の適用性の検討をそれぞれ述べる。 

2．試験体の設計 

2.1 設計方針 

 試験体は以下の方針に基づき設計した。 

① 全架構残存耐震性能評価手法の多層架構への適用性

を検討するため，試験体は 2 層架構とする。 

② 全架構残存耐震性能評価手法の多層架構への適用性

を検討する際，各部材のエネルギー消費量を算定する

必要があり，梁のせん断力計測用のロードセルを設け

るため，試験体の形状は梁の反曲点まで切り出した F

型架構とする。 

③ 文献[2]で提案した残存耐震性能評価手法では，部材

（崩壊メカニズム時の各ヒンジ位置）に生じた損傷を

それぞれの曲げ終局モーメント比で重み付けしてい

る。また，架構の最大耐力を記録する部材角の大小が

後述する特徴区間に影響を与えることが分かってお

り[2]，垂れ壁を柱に接触させ意図的にその部材角をコ

ントロールするためのスリット付垂れ壁の有無およ

び各部材の曲げ終局モーメント比をパラメータとし，

計 3 体（純 RC 造架構 2 体：F1 および F2 試験体，垂

れ壁付 RC 造架構 1 体：FW 試験体）を製作する。 

④ 現行の「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧

技術指針」[1]では，検証試験体である幅 300mm×せい

450mmの梁試験体の断面サイズを実大とほぼ等しいと 

表 1 試験体における部材の寸法 

試験体 
柱（mm） 梁（mm）

幅 せい 内法高さ 幅 せい 反曲点長さ
実大試験体 700 700 2050 500 700 2300
本試験体 350 350 1050 250 350 1150

 
表 2 試験体における部材の諸元（コンクリート：Fc21） 

試験体名

柱 
（1 層=2 層）

2 層梁 3 層梁 

主筋 帯筋 
主筋 

(上=下) 
あばら筋 

主筋
(上=下)

あばら筋

F1 試験体

12-D13
(SD345)

4-D4@50
(SD295)

5-D13 
(SD345) 

4-D6@50
(SD295) 

5-D13
(SD345)

4-D6@50
(SD295)

F2 試験体
4-D16+ 
1-D13 

(SD345) 

4-D6@30
(SD295) 

4-D13
(SD345)

4-D6@50
(SD295)

FW 試験体
5-D13 

(SD345) 
4-D6@50
(SD295) 

5-D13
(SD345)

4-D6@50
(SD295)

注：FW 試験体の垂れ壁の諸元は図 1 を参照されたい。 
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スリット幅：12mm

主筋：12-D13(SD345)
柱：350×350×1050

帯筋：4-D4@50(SD295)

主筋：5-D13(SD345)（上=下）

梁：250×350×1150

あばら筋：4-D6@50(SD295)

縦筋：D6@100(SD295)(シングル)

壁：厚さ80，高さ150

横筋：D6@50(SD295)(シングル)

隅側縦補強筋：1-D10(SD345)

 
図 1 FW 試験体の詳細（単位：mm） 

 
考え，損傷量と損傷度の関係を求めている。そこで本

研究では，損傷量に及ぼす断面サイズの影響および実

験設備のキャパシティーを考え，本試験体における部

材の断面サイズは既実施した実大試験体[3]の 1/2（柱：

幅 350mm×せい 350mm，梁：幅 250mm×せい 350mm）

とする（表 1）。 

2 層 RC 造架構実験に基づく梁降伏型全体崩壊形建物の残存耐震性能評価 
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図 2 加力システム（FW 試験体） 

⑤ 各部材の配筋は，実験パラ

メータおよび実大試験体と

のスケール関係に基づき設

定する。 

 以上の方針に従い計画した試

験体の諸元を表 2 に，FW 試験体

の詳細を図 1 にそれぞれ示す。 

2.2 部材の強度およびせん断余

裕度 

 予備検討として文献[4]の曲げ

終局モーメントを求める略算式

と荒川 mean 式を用い，試験体に

おける部材の強度とせん断余裕

度を算定し，その結果を表 3 に示

す。ここで，鉄筋の降伏強度は規

格降伏強度を 49MPa 増加[4]，コン

クリート圧縮強度は設計基準強

度（21MPa）を 30%増加させた値

を用いた。表 3 より，本実験のパ

ラメータの一つである 1 層柱に対する各層梁の曲げ終局モ

ーメントの比を確認できる。また，いずれの試験体も曲げ

降伏が先行し，最終的にせん断破壊するものと予想される。 

3．実験計画 

3.1 加力計画 

 図 2 に FW 試験体の加力システムを示す。実験では，試

験体の 1 層と 2 層へ同時に水平力を加え，2 層の水平力が 1

層の 2 倍となる逆三角形分布の正負漸増静的繰返し加力を

行った。その際，スタブから 2 層梁の梁芯高さ（h1=1225mm）

で計測した 1 層の層間水平変位と h1 の比（1 層の層間変形

角）を制御変形角 R1 とし，R1=0.0625，0.125，0.25%では各

1 サイクルずつ，R1=0.5，1.0，1.5，2.0%では 2 サイクルず

つ加力することとした。その後，R1=3.0%で 1 サイクルを加

力し，試験体の状況を観察しながら最終的に R1=5.0%まで 1

方向単調加力を行った。軸方向では，2 層柱の柱頭部から

250kN（軸応力度：2.0MPa）の一定軸力を導入した。 

3.2 計測計画 

 本実験では，全てのジャッキおよび両梁の反曲点位置に

設けたロードセルより各構造部材のせん断力を計測した。

また，架構の各層の水平層間変形，両柱の伸縮変形，両柱 

と両梁の曲率およびせん断変形を計測した。更に，危険断

面位置を含む各部材の主要な箇所に歪ゲージを貼り付け，

主筋およびせん断補強筋の歪を計測した。一方，各制御変

形角に応じる加力サイクルにおいて，ピーク時および除荷

時の損傷量（ひび割れ幅，ひび割れ長さおよび剥落面積）

を計測し，部材の損傷の進展状況を把握することとした。 

4．まとめ 

 本報では RC 造 2 層 F 型架構試験体の設計および計測計

画について述べた。実験結果やその考察については続編（そ

の 2 とその 3）で報告する。 
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表 3 試験体における部材の強度およびせん断余裕度 

試験体名 柱（1 層=2 層） 2 層梁 3 層梁 

 
曲げ終局 

モーメント 
Mu(kN・m) 

曲げ終局時 
せん断力 
QMu(kN) 

せん断 
終局強度 

QSu,mean(kN) 

せん断 
余裕度 

(QSu,mean/QMu) 

曲げ終局

モーメント

Mu(kN・m)

曲げ終局時

せん断力

QMu(kN)

せん断

終局強度

QSu,mean(kN)
Mu,梁 / Mu,柱

曲げ終局 
モーメント 
Mu(kN・m) 

曲げ終局時 
せん断力 
QMu(kN) 

せん断

終局強度

QSu,mean(kN)
Mu,梁 / Mu,柱

F1 試験体 
96.4 

183.6 239.3 1.30 
67.4 58.6 175.3(2.99) 0.70 67.4 58.6 175.3(2.99) 0.70 

F2 試験体 98.0 85.2 213.4(2.50) 1.02 53.9 46.9 172.0(3.67) 0.56 
FW 試験体 [214.2] [259.7] [1.21] 67.4 58.6 175.3(2.99) 0.70 67.4 58.6 175.3(2.99) 0.70 
注：[ ]は垂れ壁が柱と接触した後柱の有効高さの変化（1050-150=900mm）を考慮し計算したものである。また，( )は梁のせん断余裕度である。 
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